
（事業所規模５人以上、令和３年度確報）

区分 就業形態計 一般労働者 パートタイム労働者
前年度比（差） 前年度比（差） 前年度比（差）

月間現金給与額
円 ％ 円 ％ 円 ％

現金給与総額 320,604 0.7 421,092 1.0 99,971 0.9 
　きまって支給する給与 264,471 0.8 340,788 1.1 96,910 0.9 
　　所定内給与 246,245 0.4 315,419 0.5 94,367 0.9 
　　（時間当たり給与） － － － － 1,228 0.6 
　  所定外給与 18,226 7.1 25,369 7.8 2,543 0.3 
　特別に支払われた給与 56,133 0.0 80,304 0.5 3,061 0.4 
実質賃金

現金給与総額 － 0.5 － 0.8 － 0.7 
　きまって支給する給与 － 0.6 － 0.9 － 0.7 
月間実労働時間数等

時間 ％ 時間 ％ 時間 ％

総実労働時間 136.0 1.0 162.0 1.4 78.8 0.4 
　所定内労働時間 126.2 0.5 148.7 0.8 76.8 0.3 
　所定外労働時間 9.8 8.2 13.3 9.1 2.0 0.4 

日 日 日 日 日 日

出勤日数 17.7 0.1 19.5 0.2 13.9 0.1 
常用雇用

千人 ％ 千人 ％ 千人 ％

本調査期間末 51,714 1.1 35,523 0.7 16,191 2.1 
％ ポイント ％ ポイント ％ ポイント

　パートタイム労働者比率 31.31 0.30 － － － － 
　入職率 1.95 0.00 1.39 0.01 3.19 -0.05 
　離職率 1.94 -0.03 1.44 0.07 3.06 -0.22 

注１：前年度比（差）は、単位が％のものは前年度比、ポイント又は日のものは前年度差である。

※１　調査結果に関する留意事項については、最終頁の利用上の注意をご覧ください。

※２　毎月勤労統計調査に関する情報は、以下のURL（厚生労働省ホームページ）にも掲載しております。

　　　(https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/30-1.html)

　　　また、毎月勤労統計調査に関する詳細な結果は、以下のURL（政府統計の総合窓口（e-Stat））に掲載しております。

　　　(https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00450071&tstat=000001011791)

毎月勤労統計調査　令和３年度分結果確報

令和４年５月24日

【照会先】

政策統括官付参事官付雇用・賃金福祉統計室

　　統 計 管 理 官　  野口　智明

    室  長  補  佐　  髙田　崇司

　　毎勤調整係・企画調整係

　 (代表電話) 03(5253)1111 (内線7609,7610)

 　(直通電話) 03(3595)3145

（前年度と比較して）　

　○　現金給与総額は320,604円(0.7％増)となった。うち一般労働者が421,092円(1.0％増)、パートタイム

    労働者が99,971円(0.9％増)となり、パートタイム労働者比率が31.31％(0.30ポイント上昇)となった。

      なお、一般労働者の所定内給与は315,419円(0.5％増)、パートタイム労働者の時間当たり給与は

    1,228円(0.6％増)となった。

　○　就業形態計の所定外労働時間は9.8時間(8.2％増)となった。

　○　就業形態計の常用雇用は1.1％増となった。
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付表　前年度比（％）、前年度差（ポイント）の推移（調査産業計、事業所規模５人以上）
賃　　　　　　金 （注2） （参考） 労　　働　　時　　間 常 用 雇 用

現金給与総額 実質 （注3） 総実労働時間
きまっ 特別に 賃金 消費者 （注4）

年 月 て支給 所定内 所定外 支払わ （総額） 物価 所定内 所定外 パート
一　般 す　る 一　般 給　与 一　般 （注1） 給　与 れ　た 指数 労　働 労　働 製造業 タイム

給　与 パート 給　与 時　間 時　間 労働者
時間当 比率

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ポイント

 0.5  1.1  0.0  0.4 -0.1  0.4 1.2 1.9 3.3 -2.9 3.5 -0.2 -0.5 2.2 2.9 1.2 0.45

 0.2  0.5  0.4  0.7  0.3  0.5 1.6 0.4 -0.3 -0.1 0.3 -0.5 -0.4 -1.6 -0.6 1.1 0.60

 0.5  0.9  0.2  0.4  0.3  0.6 1.7 -0.5 2.0 0.5 0.0 -0.8 -0.9 -0.5 -0.3 1.5 0.18

0.7 0.7 0.6 0.6 0.6 0.5 2.4 0.6 1.0 -0.2 0.9 -0.2 -0.3 0.4 3.0 2.3 0.07

0.9 1.2 0.5 0.9 0.5 0.9 2.3 0.4 2.5 0.0 0.9 -1.0 -1.0 -1.7 -0.8 1.2 0.40

0.0 0.5 0.1 0.5 0.2 0.6 2.8 -1.2 -0.2 -0.6 0.6 -1.9 -1.8 -2.5 -9.6 1.9 0.39

-1.5 -1.9 -0.8 -1.3 0.2 -0.2 3.9 -13.3 -4.3 -1.1 -0.3 -3.0 -2.1 -13.9 -19.8 0.7 -0.50

0.7 1.0 0.8 1.1 0.4 0.5 0.6 7.1 0.0 0.5 0.1 1.0 0.5 8.2 18.9 1.1 0.30

-1.7 -2.2 -1.5 -1.8 0.2 -0.1 7.5 -21.2 -2.6 -1.7 0.1 -5.8 -4.1 -24.4 -33.8 0.9 -0.69

-1.2 -2.0 -1.0 -1.7 0.0 -0.5 3.4 -14.3 -2.9 -1.5 0.2 -3.1 -2.3 -14.6 -26.8 0.6 -0.55

-2.1 -2.6 -0.7 -1.1 0.1 -0.1 2.2 -10.5 -5.6 -1.2 -1.0 -1.6 -1.0 -9.6 -11.7 0.7 -0.26

-0.3 -0.8 -0.1 -0.4 0.5 0.2 2.8 -6.9 -7.0 0.1 -0.6 -1.5 -1.3 -6.6 -5.5 0.6 -0.48

1.0 1.0 1.4 1.4 0.5 0.6 -2.3 13.8 -0.9 1.8 -0.9 4.5 3.4 19.1 32.6 1.5 0.32

0.5 1.1 0.6 1.2 0.0 0.6 1.3 7.4 0.0 0.7 -0.2 0.0 -0.5 7.3 27.9 1.4 0.37

0.0 0.5 0.3 0.7 0.0 0.3 1.6 3.5 -0.4 -0.5 0.6 0.1 -0.2 4.1 9.2 1.1 0.37

1.5 1.5 1.1 1.2 0.9 0.8 1.6 4.5 9.4 0.5 1.0 -0.3 -0.6 4.3 10.7 0.6 0.12

注1：パート時間当は、所定内給与（パートタイム労働者）を所定内労働時間（パートタイム労働者）で除して算出している。
注2：実質賃金（総額）は、現金給与総額指数を消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）で除して算出している。
注3：消費者物価指数は、総務省で公表している消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）の前年度比を掲載している。
注4：パートタイム労働者比率は、前年度差（ポイント）の推移となっている。
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１－１図　賃金の動き　労働者全体

１－２図　賃金の動き　一般労働者とパートタイム労働者
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１－３図　名目賃金（現金給与総額）の前年度比の要因分解

１－４図　実質賃金（現金給与総額）の前年度比の要因分解
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２図　労働時間の動き

３図　常用雇用、パートタイム労働者比率の動き

-20.0

-15.0

-10.0

-5.0

0.0

5.0

10.0

27 28 29 30 元 ２ ３

総実労働時間（就業形態計）

所定外労働時間（就業形態計）

（前年度比）％

平成 年度 令和 年度

-1.50

-1.00

-0.50

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

-1.5

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

27 28 29 30 元 ２ ３

パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
比
率

常
用
雇
用

就業形態計

パートタイム労働者比率（右目盛）

（前年度比）％

平成 年度

（前年度差） ポイント

令和 年度

- 5 -



（事業所規模５人以上、令和３年度確報）
現金給与総額

産　　　業 きまって支給 特別に支払われ
する給与 所 定 内 給 与 所 定 外 給 与 た給与

前年度比 前年度比 前年度比 前年度比 前年度比

就業形態計 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 

調 査 産 業 計 320,604 0.7 264,471 0.8 246,245 0.4 18,226 7.1 56,133 0.0 

鉱業，採石業等 437,858 11.9 350,698 9.6 327,789 13.1 22,909 -22.9 87,160 21.9 

建　　設　　業 420,150 0.9 346,979 1.6 321,446 1.3 25,533 5.1 73,171 -2.6 

製　　造　　業 385,855 1.9 309,446 1.9 279,829 0.6 29,617 16.9 76,409 1.6 

電気 ・ ガス業 569,885 0.0 440,512 0.6 390,641 1.5 49,871 -5.8 129,373 -2.1 

情 報 通 信 業 487,501 -0.7 382,460 -0.1 350,305 -0.4 32,155 3.3 105,041 -2.6 

運輸業，郵便業 347,432 1.4 298,006 2.1 258,008 2.0 39,998 2.5 49,426 -2.2 

卸売業，小売業 289,065 2.1 237,921 1.3 226,485 1.1 11,436 6.5 51,144 6.1 

金融業，保険業 477,900 -0.6 362,058 -1.6 338,105 -1.5 23,953 -1.4 115,842 2.5 

不動産・物品賃貸業 384,023 5.9 304,654 3.8 285,326 3.2 19,328 13.5 79,369 15.3 

学 術 研 究 等 473,242 0.5 372,711 0.2 346,617 -0.4 26,094 8.4 100,531 1.9 

飲食サービス業等 119,983 3.3 114,013 3.2 109,596 3.6 4,417 -3.8 5,970 4.3 

生活関連サービス等 208,413 1.2 193,126 2.7 185,735 2.0 7,391 26.0 15,287 -14.2 

教育，学習支援業 368,376 -2.6 287,762 -1.7 281,461 -1.8 6,301 8.9 80,614 -6.0 

医　療，福　祉 297,286 -0.7 252,969 0.1 239,214 -0.2 13,755 5.4 44,317 -5.2 

複合サービス事業 371,066 0.1 289,450 -0.5 274,261 0.0 15,189 -8.7 81,616 2.4 

その他のサービス業 264,796 3.1 230,220 2.3 212,457 1.8 17,763 9.5 34,576 8.5 

一般労働者 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 

調 査 産 業 計 421,092 1.0 340,788 1.1 315,419 0.5 25,369 7.8 80,304 0.5 

鉱業，採石業等 445,817 11.5 356,665 9.4 333,244 12.8 23,421 -23.4 89,152 21.2 

建　　設　　業 438,175 1.1 360,939 1.8 333,984 1.5 26,955 5.5 77,236 -2.5 

製　　造　　業 426,312 1.9 338,792 2.0 305,527 0.6 33,265 16.9 87,520 1.8 

電気 ・ ガス業 588,386 -1.1 453,990 -0.3 401,871 0.6 52,119 -6.9 134,396 -3.5 

情 報 通 信 業 509,172 -0.2 398,056 0.3 364,281 0.0 33,775 3.7 111,116 -2.2 

運輸業，郵便業 391,077 0.6 332,817 1.4 286,623 1.3 46,194 1.8 58,260 -3.6 

卸売業，小売業 429,088 1.5 342,079 0.7 323,749 0.5 18,330 6.1 87,009 4.5 

金融業，保険業 519,205 -0.6 390,095 -1.6 363,454 -1.6 26,641 -1.4 129,110 2.5 

不動産・物品賃貸業 461,540 5.2 361,040 3.0 336,977 2.4 24,063 13.2 100,500 13.9 

学 術 研 究 等 511,587 0.0 400,597 -0.2 371,759 -0.8 28,838 7.8 110,990 0.8 

飲食サービス業等 284,718 5.0 260,996 4.8 246,828 5.2 14,168 -1.7 23,722 7.1 

生活関連サービス等 309,476 -0.9 282,049 0.7 270,018 -0.2 12,031 24.5 27,427 -14.8 

教育，学習支援業 516,047 0.8 394,728 1.6 385,479 1.3 9,249 14.4 121,319 -2.0 

医　療，福　祉 387,263 0.0 323,105 0.7 303,534 0.3 19,571 6.7 64,158 -3.4 

複合サービス事業 417,257 -0.6 320,646 -1.0 304,136 -0.5 16,510 -7.7 96,611 0.9 

その他のサービス業 331,966 2.5 283,715 1.7 260,001 1.0 23,714 9.0 48,251 7.7 

パートタイム労働者 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 

調 査 産 業 計 99,971 0.9 96,910 0.9 94,367 0.9 2,543 0.3 3,061 0.4 

鉱業，採石業等 109,452 -5.0 104,492 -4.2 102,684 -4.5 1,808 14.1 4,960 -17.7 

建　　設　　業 125,398 6.7 118,700 5.6 116,428 5.7 2,272 4.7 6,698 32.7 

製　　造　　業 124,685 2.1 120,004 2.2 113,938 1.4 6,066 19.1 4,681 1.3 

電気 ・ ガス業 176,875 3.9 154,210 2.5 152,098 3.6 2,112 -40.1 22,665 13.3 

情 報 通 信 業 132,203 4.7 126,768 4.2 121,173 3.2 5,595 32.8 5,435 15.8 

運輸業，郵便業 122,769 2.3 118,814 1.8 110,708 2.3 8,106 -4.0 3,955 20.8 

卸売業，小売業 98,012 0.0 95,803 0.0 93,774 0.1 2,029 -1.5 2,209 -3.8 

金融業，保険業 147,784 0.8 137,981 0.1 135,513 0.1 2,468 2.8 9,803 12.2 

不動産・物品賃貸業 105,446 8.2 102,019 6.8 99,710 7.0 2,309 1.2 3,427 78.7 

学 術 研 究 等 140,538 0.4 130,762 -1.6 128,474 -1.6 2,288 0.4 9,776 35.7 

飲食サービス業等 71,121 1.2 70,416 1.2 68,891 1.5 1,525 -9.8 705 -7.4 

生活関連サービス等 94,856 5.9 93,210 6.4 91,034 5.9 2,176 25.9 1,646 -17.4 

教育，学習支援業 93,730 -4.3 88,822 -4.3 88,003 -4.1 819 -22.0 4,908 -3.8 

医　療，福　祉 120,779 1.3 115,384 1.6 113,039 1.5 2,345 4.4 5,395 -6.3 

複合サービス事業 148,466 -4.3 139,114 -4.6 130,290 -3.3 8,824 -20.6 9,352 1.2 

その他のサービス業 107,065 3.0 104,599 2.8 100,813 2.6 3,786 6.6 2,466 12.2 

注：産業名については、最終頁の利用上の注意４）を参照。

第１表  月間現金給与額
統　 計　 表
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（事業所規模５人以上、令和３年度確報）

総実労働時間 出  勤  日  数

産　　　　業 所定内労働時間 所定外労働時間

前年度比 前年度比 前年度比 前年度差

就業形態計 　時間 ％ 時間 ％ 時間 ％ 日 日 

調 査 産 業 計 136.0 1.0 126.2 0.5 9.8 8.2 17.7 0.1 
鉱業，採石業等 161.3 -4.0 150.8 -1.5 10.5 -30.4 20.2 -0.2 
建　　設　　業 164.8 0.0 150.9 -0.5 13.9 4.9 20.2 -0.1 
製　　造　　業 156.2 2.6 142.3 1.3 13.9 18.9 18.8 0.2 
電気 ・ ガス業 154.7 0.0 140.4 0.5 14.3 -4.9 18.7 0.1 
情 報 通 信 業 157.8 0.6 142.2 0.2 15.6 5.0 18.7 0.0 
運輸業，郵便業 164.0 2.5 141.7 1.7 22.3 7.6 19.2 0.2 
卸売業，小売業 130.7 0.8 123.6 0.5 7.1 7.3 17.9 0.0 
金融業，保険業 145.4 -0.1 133.7 -0.2 11.7 0.3 18.3 -0.1 
不動産・物品賃貸業 146.4 1.5 135.1 0.7 11.3 11.6 18.5 0.1 
学 術 研 究 等 153.5 1.7 139.8 1.2 13.7 6.8 18.6 0.1 
飲食サービス業等 84.9 2.1 81.4 2.4 3.5 -6.0 13.7 0.2 
生活関連サービス等 120.9 9.4 115.4 8.8 5.5 26.3 16.8 1.2 
教育，学習支援業 120.1 -2.0 110.9 -2.5 9.2 6.3 16.0 -0.2 
医　療，福　祉 130.0 -0.3 125.3 -0.6 4.7 4.9 17.6 -0.1 
複合サービス事業 147.4 0.0 139.2 0.0 8.2 1.6 18.8 -0.1 
その他のサービス業 137.2 1.7 127.0 1.0 10.2 10.1 17.9 0.1 

一般労働者　 　時間 ％ 時間 ％ 時間 ％ 日 日 

調 査 産 業 計 162.0 1.4 148.7 0.8 13.3 9.1 19.5 0.2 
鉱業，採石業等 162.8 -4.2 152.2 -1.6 10.6 -31.0 20.3 -0.3 
建　　設　　業 169.5 0.1 154.9 -0.3 14.6 5.3 20.5 -0.1 
製　　造　　業 163.8 2.6 148.5 1.2 15.3 18.3 19.2 0.3 
電気 ・ ガス業 156.9 -0.6 142.0 -0.1 14.9 -5.8 18.8 0.0 
情 報 通 信 業 162.1 0.9 145.8 0.5 16.3 5.0 18.9 0.0 
運輸業，郵便業 176.7 2.2 151.2 1.5 25.5 7.3 19.9 0.3 
卸売業，小売業 162.4 0.8 151.5 0.3 10.9 7.7 19.7 0.1 
金融業，保険業 150.9 0.0 138.0 -0.1 12.9 0.1 18.6 -0.1 
不動産・物品賃貸業 163.0 0.9 149.1 0.0 13.9 11.2 19.6 0.0 
学 術 研 究 等 160.7 1.2 145.6 0.6 15.1 6.5 19.1 0.1 
飲食サービス業等 157.3 2.1 147.3 2.6 10.0 -4.2 19.3 0.4 
生活関連サービス等 160.8 7.9 152.3 7.3 8.5 21.8 19.9 1.1 
教育，学習支援業 156.4 1.0 142.5 0.2 13.9 10.5 18.9 0.0 
医　療，福　祉 157.0 0.2 150.5 -0.1 6.5 5.8 19.6 -0.1 
複合サービス事業 155.3 0.3 146.5 0.2 8.8 0.6 19.1 -0.1 
その他のサービス業 159.2 1.4 145.7 0.7 13.5 9.8 19.2 0.1 

パートタイム労働者 　時間 ％ 時間 ％ 時間 ％ 日 日 

調 査 産 業 計 78.8 0.4 76.8 0.3 2.0 0.4 13.9 0.1 
鉱業，採石業等 94.3 -7.9 91.2 -9.2 3.1 81.2 15.7 0.0 
建　　設　　業 88.4 0.3 86.8 0.2 1.6 8.4 14.6 0.1 
製　　造　　業 107.5 2.7 102.5 1.9 5.0 24.4 16.6 0.4 
電気 ・ ガス業 107.9 3.1 106.7 4.0 1.2 -41.1 15.9 0.2 
情 報 通 信 業 86.8 1.3 83.7 0.5 3.1 28.6 14.1 0.3 
運輸業，郵便業 99.0 0.2 93.2 0.5 5.8 -3.3 15.6 -0.3 
卸売業，小売業 87.4 -0.4 85.5 -0.3 1.9 -2.1 15.5 -0.1 
金融業，保険業 100.9 -1.2 99.1 -1.2 1.8 -3.1 16.0 0.0 
不動産・物品賃貸業 87.0 3.5 85.0 3.3 2.0 12.1 14.6 0.3 
学 術 研 究 等 91.2 4.7 89.7 5.0 1.5 -5.5 14.3 0.6 
飲食サービス業等 63.3 1.9 61.8 2.2 1.5 -8.6 12.0 0.1 
生活関連サービス等 76.0 11.2 74.0 10.5 2.0 46.3 13.3 1.2 
教育，学習支援業 52.7 -4.7 52.1 -4.6 0.6 -16.8 10.4 -0.1 
医　療，福　祉 77.2 0.5 76.1 0.4 1.1 3.2 13.6 0.0 
複合サービス事業 109.9 -3.7 104.3 -4.2 5.6 6.2 17.2 -0.3 
その他のサービス業 85.7 0.8 83.2 0.6 2.5 6.5 14.8 0.0 

注：産業名については、最終頁の利用上の注意４）を参照。

第２表　月間実労働時間及び出勤日数
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（事業所規模５人以上、令和３年度確報）

産　　　　業 パートタイム労働者比率

前年度比 前年度差 前年度差 前年度差

就業形態計 千人 ％ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ 
調 査 産 業 計 51,714 1.1 31.31 0.30 1.95 0.00 1.94 -0.03 
鉱業，採石業等 13 -1.3 2.39 -0.56 1.21 0.51 1.42 0.46 
建　　設　　業 2,828 2.1 5.77 0.37 1.21 -0.04 1.18 -0.03 
製　　造　　業 7,920 -1.3 13.42 0.05 1.02 0.04 1.13 0.09 
電気 ・ ガス業 250 -0.2 4.51 -1.31 1.20 -0.13 1.22 -0.21 
情 報 通 信 業 1,603 1.1 5.75 0.65 1.50 0.09 1.50 0.16 
運輸業，郵便業 3,140 -0.8 16.25 -0.97 1.32 -0.10 1.41 0.01 
卸売業，小売業 9,597 0.8 42.29 -0.68 1.83 -0.08 1.87 -0.02 
金融業，保険業 1,360 -0.7 11.11 0.03 1.80 0.05 1.93 0.18 
不動産・物品賃貸業 811 1.6 21.72 -0.56 1.87 0.04 1.83 0.04 
学 術 研 究 等 1,524 0.6 10.34 -0.60 1.42 0.14 1.40 0.14 
飲食サービス業等 4,918 5.1 77.15 -0.06 3.94 -0.10 3.81 -0.48 
生活関連サービス等 1,637 -2.3 47.12 -0.66 2.53 0.05 2.78 -0.08 
教育，学習支援業 3,435 2.3 35.01 2.50 2.77 0.03 2.63 0.11 
医　療，福　祉 7,872 2.7 33.79 0.96 1.75 -0.04 1.63 -0.06 
複合サービス事業 450 -1.8 17.18 -1.38 1.64 -0.02 1.89 0.19 
その他のサービス業 4,358 1.7 29.88 -0.60 2.65 0.14 2.53 -0.09 

一般労働者 千人 ％ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ 

調 査 産 業 計 35,523 0.7 － － 1.39 0.01 1.44 0.07 
鉱業，採石業等 12 -0.8 － － 1.19 0.52 1.43 0.50 
建　　設　　業 2,665 1.8 － － 1.09 -0.03 1.10 -0.02 
製　　造　　業 6,857 -1.3 － － 0.83 0.01 0.95 0.08 
電気 ・ ガス業 239 1.2 － － 1.14 -0.09 1.17 -0.17 
情 報 通 信 業 1,511 0.4 － － 1.41 0.11 1.41 0.22 
運輸業，郵便業 2,630 0.4 － － 1.16 -0.03 1.24 0.08 
卸売業，小売業 5,538 2.0 － － 1.39 -0.01 1.43 0.04 
金融業，保険業 1,209 -0.7 － － 1.84 0.05 1.95 0.20 
不動産・物品賃貸業 635 2.4 － － 1.77 0.13 1.64 0.12 
学 術 研 究 等 1,367 1.3 － － 1.24 0.16 1.23 0.15 
飲食サービス業等 1,123 5.4 － － 2.18 -0.20 2.43 -0.14 
生活関連サービス等 865 -1.1 － － 1.72 0.09 2.09 0.35 
教育，学習支援業 2,232 -1.6 － － 1.75 -0.01 1.78 0.07 
医　療，福　祉 5,213 1.2 － － 1.40 -0.04 1.36 0.00 
複合サービス事業 372 -0.1 － － 1.62 -0.03 1.84 0.20 
その他のサービス業 3,055 2.6 － － 2.23 0.12 2.16 -0.04 

パートタイム労働者 千人 ％ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ 

調 査 産 業 計 16,191 2.1 － － 3.19 -0.05 3.06 -0.22 
鉱業，採石業等 0 -20.5 － － 3.40 1.90 0.95 -0.84 
建　　設　　業 163 9.3 － － 3.09 -0.36 2.56 -0.15 
製　　造　　業 1,063 -0.9 － － 2.23 0.20 2.23 0.06 
電気 ・ ガス業 11 -22.7 － － 2.40 -0.45 2.09 -0.78 
情 報 通 信 業 92 13.9 － － 3.04 -0.58 3.02 -1.07 
運輸業，郵便業 510 -6.4 － － 2.13 -0.37 2.32 -0.22 
卸売業，小売業 4,059 -0.8 － － 2.44 -0.15 2.46 -0.09 
金融業，保険業 151 -0.3 － － 1.49 0.04 1.80 0.06 
不動産・物品賃貸業 176 -0.9 － － 2.23 -0.29 2.47 -0.22 
学 術 研 究 等 158 -4.9 － － 3.03 0.06 2.89 0.12 
飲食サービス業等 3,794 5.0 － － 4.46 -0.08 4.23 -0.56 
生活関連サービス等 771 -3.7 － － 3.44 0.05 3.55 -0.53 
教育，学習支援業 1,203 10.0 － － 4.69 -0.13 4.22 0.02 
医　療，福　祉 2,659 5.6 － － 2.43 -0.08 2.15 -0.22 
複合サービス事業 77 -9.1 － － 1.75 0.04 2.15 0.15 
その他のサービス業 1,302 -0.3 － － 3.65 0.23 3.39 -0.18 

注：産業名については、最終頁の利用上の注意４）を参照。

労 働 者 総 数 入  職  率 離  職  率

第３表　常用雇用及び労働異動率
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（事業所規模５人以上） （令和２年平均＝１００）
調　査　産　業　計 製造業

パートタイム労働者

前年度比 前年度比 前年度比 前年度比 前年度比 前年度比
％ ％ ％ ％ ％ ％ 

現　金　給　与　総　額
99.1 0.5 98.1 1.1 98.2 0.5 1.6 0.2 1.3 
99.3 0.2 98.6 0.5 98.7 0.5 0.5 0.5 -0.1 
99.8 0.5 99.5 0.9 98.3 -0.4 0.7 1.8 0.8 

100.5 0.7 100.2 0.7 99.4 1.2 1.6 0.8 1.1 
101.4 0.9 101.4 1.2 100.5 1.0 1.5 2.7 -1.9 
101.4 0.0 101.9 0.5 100.6 0.2 -0.5 -0.6 1.0 
99.9 -1.5 99.8 -1.9 99.7 -0.9 -3.0 -0.1 -0.2 

100.6 0.7 100.8 1.0 100.6 0.9 1.9 2.1 -0.7 
104.3 1.0 104.3 1.0 101.1 2.7 3.3 3.7 -1.1 
95.9 0.5 95.6 1.1 99.3 -1.2 2.1 1.9 -0.5 

115.1 0.0 117.2 0.5 103.9 0.2 1.8 2.1 -2.0 

87.2 1.5 86.2 1.5 97.9 1.9 0.4 0.9 1.1 
きまって支給する給与

99.1 0.0 98.1 0.4 98.7 0.4 0.6 -0.3 0.8 
99.4 0.4 98.8 0.7 99.2 0.6 0.4 0.4 0.8 
99.6 0.2 99.2 0.4 98.8 -0.5 0.7 0.9 0.6 

100.2 0.6 99.8 0.6 100.0 1.2 1.2 1.4 0.7 
100.7 0.5 100.7 0.9 101.0 1.1 1.0 1.9 -1.1 
100.8 0.1 101.1 0.5 101.1 0.0 -0.3 0.1 0.5 
100.0 -0.8 99.9 -1.3 99.6 -1.4 -2.0 0.2 -0.1 
100.8 0.8 101.0 1.1 100.5 0.9 1.9 1.3 0.1 
100.9 1.4 100.7 1.4 100.8 2.7 3.2 2.0 0.1 
100.4 0.6 100.5 1.2 99.9 -1.3 2.5 1.2 0.1 
100.9 0.3 101.3 0.7 102.0 0.5 1.3 1.6 -0.9 

101.0 1.1 101.5 1.2 99.4 1.7 0.9 0.4 0.8 
所　定　内　給　与

98.1 -0.1 97.2 0.4 97.9 0.3 0.2 -0.4 0.7 
98.4 0.3 97.7 0.5 98.4 0.6 0.3 0.4 1.1 
98.7 0.3 98.2 0.6 98.0 -0.4 0.6 0.7 0.6 
99.3 0.6 98.8 0.5 99.3 1.3 1.0 1.6 0.8 
99.8 0.5 99.6 0.9 100.4 1.1 1.1 1.8 -1.2 
99.9 0.2 100.2 0.6 100.6 0.3 0.6 -0.1 0.6 

100.1 0.2 100.1 -0.2 99.8 -0.9 -0.1 1.0 0.6 
100.5 0.4 100.6 0.5 100.7 0.9 0.6 1.1 -0.2 
100.8 0.5 100.5 0.6 101.0 2.8 1.2 1.6 -0.3 
100.2 0.0 100.3 0.6 100.1 -1.1 0.5 1.1 -0.2 
100.5 0.0 100.8 0.3 102.1 0.5 0.4 1.4 -1.0 

100.6 0.9 100.9 0.8 99.5 1.6 0.2 0.2 0.6 

時系列表第１表　　賃金指数

医療，福
祉一 般 労 働 者年　月

　平成29年度

　令和３年度

卸売業，
小売業

　平成26年度
　平成27年度
　平成28年度

　平成30年度

　令和２年度
　令和元年度

　令和３年４月～６月
　　　　　７月～９月
　　　　　10月～12月
　令和４年１月～３月

　令和３年４月～６月

　平成26年度
　平成27年度
　平成28年度
　平成29年度

　令和元年度
　平成30年度

　令和３年度
　令和２年度

　　　　　10月～12月
　令和４年１月～３月

　　　　　７月～９月
　　　　　10月～12月
　令和４年１月～３月

　令和３年４月～６月
　　　　　７月～９月

　令和３年度

　令和元年度
　平成30年度

　平成26年度
　平成27年度
　平成28年度
　平成29年度

　令和２年度
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（事業所規模５人以上） （令和２年平均＝１００）
調　査　産　業　計 製造業

パートタイム労働者

前年度比 前年度比 前年度比 前年度比 前年度比 前年度比
％ ％ ％ ％ ％ ％ 

総　実　労　働　時　間
107.5 -0.2 105.4 0.2 113.1 -0.9 0.1 -0.6 0.2
107.0 -0.5 105.3 -0.1 111.9 -1.1 0.1 -0.1 0.2
106.0 -0.8 104.8 -0.4 109.6 -2.0 -0.4 -1.0 -0.7
105.8 -0.2 104.8 -0.1 108.4 -1.2 0.6 -0.5 0.1
104.7 -1.0 104.1 -0.6 107.0 -1.2 -0.5 -0.9 -0.8
102.7 -1.9 102.6 -1.5 104.3 -2.5 -1.9 -1.3 -1.9
99.6 -3.0 99.6 -2.9 99.0 -5.1 -4.6 -1.8 -0.7

100.6 1.0 101.0 1.4 99.4 0.4 2.6 0.8 -0.3
102.1 4.5 102.3 4.4 100.3 4.9 5.8 3.6 1.2
99.9 0.0 100.1 0.7 98.9 -2.3 3.0 0.1 -0.2

102.7 0.1 103.3 0.5 101.2 -1.1 1.0 0.2 -1.0

97.8 -0.3 98.2 -0.2 97.0 0.2 0.7 -0.4 -1.4
所 定 内 労 働 時 間

106.5 -0.5 104.4 -0.2 112.4 -1.0 -0.2 -0.6 0.1
106.1 -0.4 104.3 0.0 111.3 -0.9 0.1 -0.2 0.3
105.2 -0.9 103.9 -0.4 109.1 -2.0 -0.4 -1.1 -0.7
104.8 -0.3 103.7 -0.1 107.9 -1.0 0.3 -0.6 0.1
103.9 -1.0 103.1 -0.7 106.6 -1.2 -0.4 -1.0 -0.9
101.9 -1.8 101.6 -1.4 103.9 -2.5 -1.1 -1.5 -1.9
99.7 -2.1 99.7 -1.8 99.2 -4.6 -3.1 -1.0 -0.2

100.2 0.5 100.5 0.8 99.5 0.3 1.3 0.5 -0.6
102.0 3.4 102.1 3.2 100.7 5.1 3.8 3.1 1.1
99.7 -0.5 99.9 0.1 99.1 -2.3 1.2 -0.3 -0.3

102.2 -0.2 102.7 0.1 101.3 -1.0 0.3 -0.1 -1.0

97.1 -0.6 97.2 -0.7 97.0 0.0 -0.1 -0.6 -1.8
所 定 外 労 働 時 間

120.8 2.2 117.5 2.9 143.1 -0.8 2.9 0.9 2.4
118.9 -1.6 116.8 -0.6 135.5 -5.3 -0.6 0.2 -2.4
118.2 -0.5 116.3 -0.3 133.5 -1.6 -0.3 2.0 0.3
119.0 0.4 117.4 1.1 127.5 -4.9 3.0 0.0 1.3
116.9 -1.7 116.1 -1.1 124.3 -2.5 -0.8 0.9 -1.3
114.0 -2.5 113.9 -1.9 119.5 -3.9 -9.6 1.4 -0.8
98.2 -13.9 98.4 -13.7 94.4 -21.0 -19.8 -13.6 -14.5

106.3 8.2 107.4 9.1 94.8 0.4 18.9 7.3 4.9
104.6 19.1 105.1 20.7 89.3 0.0 32.6 15.4 4.7
102.7 7.3 103.5 8.5 95.6 -1.6 27.9 6.2 3.1
110.0 4.1 111.3 4.8 98.8 -1.5 9.2 4.8 2.3

107.9 4.3 109.7 4.7 95.2 4.7 10.7 3.6 9.9

時系列表第２表　　労働時間指数

卸売業，
小売業

医療，福
祉一 般 労 働 者年　月

　平成26年度
　平成27年度
　平成28年度
　平成29年度

　令和３年度

　平成30年度
　令和元年度
　令和２年度

　令和３年４月～６月
　　　　　７月～９月
　　　　　10月～12月
　令和４年１月～３月

　令和３年４月～６月

　平成26年度
　平成27年度
　平成28年度
　平成29年度

　令和３年度

　平成30年度
　令和元年度
　令和２年度

　　　　　10月～12月
　令和４年１月～３月

　　　　　７月～９月
　　　　　10月～12月
　令和４年１月～３月

　令和３年４月～６月
　　　　　７月～９月

　平成26年度
　平成27年度
　平成28年度
　平成29年度

　令和３年度

　平成30年度
　令和元年度
　令和２年度
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（事業所規模５人以上） （令和２年平均＝１００）
調　査　産　業　計 製造業

パートタイム労働者

前年度比 前年度比 前年度比 前年度比 前年度比 前年度比
％ ％ ％ ％ ％ ％ 

91.8 1.2 93.6 0.5 87.8 2.6 -1.0 0.8 3.6 
92.8 1.1 93.9 0.3 90.4 3.0 -1.1 1.3 2.0 
94.2 1.5 95.0 1.2 92.2 2.0 -0.5 1.4 2.2 
96.4 2.3 97.2 2.3 94.6 2.6 0.6 1.6 1.7 
97.5 1.2 97.6 0.5 97.5 3.0 0.7 1.0 0.1 
99.4 1.9 98.9 1.3 100.7 3.2 0.8 1.2 2.3 
100.2 0.7 100.3 1.4 99.8 -0.9 -0.1 0.4 1.6 
101.3 1.1 101.0 0.7 101.9 2.1 -1.3 0.8 2.7 
101.2 1.5 101.7 1.1 100.2 2.6 -1.2 1.4 2.7 
101.4 1.4 101.2 0.8 101.9 2.5 -1.4 1.3 2.6 
101.7 1.1 100.8 0.6 103.9 2.4 -1.3 0.9 2.8 
100.8 0.6 100.4 0.3 101.5 0.9 -1.5 -0.5 2.7 

　令和元年度
　令和２年度

時系列表第３表　　常用雇用指数

卸売業，
小売業

医療，福
祉一 般 労 働 者年　月

　平成30年度

　平成26年度
　平成27年度
　平成28年度
　平成29年度

　令和３年４月～６月
　　　　　７月～９月
　　　　　10月～12月
　令和４年１月～３月

　令和３年度

（事業所規模５人以上）

前年度差 前年度差

％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ 

2.06 0.02 1.98 -0.04

2.16 0.10 2.05 0.07

2.14 -0.02 2.02 -0.03

2.14 0.00 2.04 0.02

2.14 0.00 2.04 0.00

2.13 -0.01 2.04 0.00

1.95 -0.18 1.97 -0.07

1.95 0.00 1.94 -0.03

2.98 0.03 2.61 -0.22

1.60 -0.06 1.68 0.05

1.73 0.05 1.58 0.05

1.51 -0.01 1.91 0.04

　令和２年度

時系列表第５表　　労働異動率

入  職  率 離  職  率
年　月

　平成29年度

　令和元年度

　平成26年度

　平成27年度

　平成28年度

　平成30年度

　令和３年４月～６月

　　　　　７月～９月

　　　　　10月～12月

　令和４年１月～３月

　令和３年度

（事業所規模５人以上）
パートタイム労働者

比率

前年度差

％ ﾎﾟｲﾝﾄ 

29.87 0.45

30.47 0.60

30.65 0.18

30.72 0.07

31.12 0.40

31.51 0.39

31.01 -0.50

31.31 0.30

30.81 0.32

31.29 0.37

31.78 0.37

31.36 0.12

　令和３年４月～６月

　　　　　７月～９月

　　　　　10月～12月

　令和４年１月～３月

時系列表第４表
パートタイム労働者比率

年　月

　平成29年度

　令和３年度

　令和元年度

　平成26年度

　平成27年度

　平成28年度

　平成30年度

　令和２年度
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（事業所規模５人以上） （令和２年平均＝１００）

きまって支給

前年度比 する給与 前年度比
％ ％

101.6 -2.9 101.6 -3.5 
101.5 -0.1 101.6 0.1 
102.0 0.5 101.8 0.2 
101.8 -0.2 101.5 -0.3 
101.8 0.0 101.1 -0.4 
101.2 -0.6 100.6 -0.5 
100.1 -1.1 100.2 -0.4 
100.6 0.5 100.8 0.6 
105.1 1.8 101.7 2.2 
96.1 0.7 100.6 0.8 

115.1 -0.5 100.9 -0.2 

86.5 0.5 100.2 0.1 
注：実質賃金は、名目賃金指数を消費者物価指数（持家の
　　帰属家賃を除く総合）で除して算出している。

　令和２年度

時系列表第６表
実質賃金指数

現 金 給 与 総 額

年　月

　平成29年度
　平成28年度

　令和元年度

　平成26年度
　平成27年度

　平成30年度

　令和３年４月～６月
　　　　　７月～９月
　　　　　10月～12月
　令和４年１月～３月

　令和３年度

（事業所規模５人以上）

前年度比

円 ％

1,056 1.2

1,073 1.6

1,091 1.7

1,117 2.4

1,143 2.3

1,175 2.8

1,221 3.9

1,228 0.6

1,218 -2.3

1,227 1.3

1,223 1.6

1,244 1.6

注：時間当たり給与は、所定内給与を

　　所定内労働時間で除して算出している。

　令和３年４月～６月

　　　　　７月～９月

　　　　　10月～12月

　令和４年１月～３月

時系列表第７表

　平成26年度

時間当たり給与

　平成28年度

　平成29年度

　令和３年度

年　月

時間当たり給与（パートタイム労働者）

　平成27年度

　平成30年度

　令和元年度

　令和２年度
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　用語の説明

　１）常用労働者とは、
　　　　①　期間を定めずに雇われている者
　　　　②　１か月以上の期間を定めて雇われている者
　　　のいずれかに該当する者をいう。（平成30年１月分調査から定義が変更となっていることに留意が必要）

　２）パートタイム労働者とは、常用労働者のうち、
　　　　①　１日の所定労働時間が一般の労働者よりも短い者
　　　　②　１日の所定労働時間が一般の労働者と同じで１週の所定労働日数が一般の労働者よりも少ない者
　　　のいずれかに該当する者をいう。

　３）一般労働者とは、常用労働者のうち、パートタイム労働者でない者をいう。

　４）入職（離職）率とは、前月末労働者数に対する月間の入職（離職）者数の割合（％）である。なお、入職（離
　　職）者には、同一企業内での事業所間の異動者を含む。

　５）現金給与額について
　　　賃金、給与、手当、賞与その他の名称の如何を問わず、労働の対償として使用者が労働者に通貨で支払うもの
　　で、所得税、社会保険料、組合費、購買代金等を差し引く前の金額である。退職を事由に労働者に支払われる退
　　職金は、含まれない。
　　　・現金給与総額：以下に述べるきまって支給する給与と特別に支払われた給与の合計額。
　　　・きまって支給する給与（定期給与）：労働協約、就業規則等によってあらかじめ定められている支給条件、
　　　　算定方法によって支給される給与でいわゆる基本給、家族手当、超過労働手当を含む。
　　　・所定内給与：きまって支給する給与のうち次の所定外給与以外のもの。
　　　・所定外給与（超過労働給与）：所定の労働時間を超える労働に対して支給される給与や、休日労働、深夜労
　　　　働に対して支給される給与。時間外手当、早朝出勤手当、休日出勤手当、深夜手当等である。
　　　・特別に支払われた給与（特別給与）：労働協約、就業規則等によらず、一時的又は突発的事由に基づき労働
　　　　者に支払われた給与又は労働協約、就業規則等によりあらかじめ支給条件、算定方法が定められている給与
　　　　で以下に該当するもの。
　　　　　①夏冬の賞与、期末手当等の一時金
　　　　　②支給事由の発生が不定期なもの
　　　　　③３か月を超える期間で算定される手当等（６か月分支払われる通勤手当等）
　　　　　④いわゆるベースアップの差額追給分

　６）実労働時間数、出勤日数について
　　　労働者が実際に労働した時間数及び実際に出勤した日数。休憩時間は給与支給の有無にかかわらず除かれる。
　　有給休暇取得分も除かれる。
　　　・総実労働時間：次の所定内労働時間と所定外労働時間の合計。
　　　・所定内労働時間：労働協約、就業規則等で定められた正規の始業時刻と終業時刻の間の実労働時間数。
　　　・所定外労働時間：早出、残業、臨時の呼出、休日出勤等の実労働時間数。
　　　・出勤日数：業務のため実際に出勤した日数。１時間でも就業すれば１出勤日とする。
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　利用上の注意

　１) 毎月勤労統計調査の公表値については、特に断りがない限り、以下の数値に基づくものである。
　　　【平成15年12月分以前】
　　　　毎月の集計結果
　　　【平成16年１月分～平成23年12月分】
　　　　全数調査するとしていたところを一部抽出調査で行っており、抽出調査を行う場合に必要な復元を行うこと
　　　　ができなかったことから、時系列比較可能な指数を作成するために推計した「時系列比較のための推計値」
　　　【平成24年１月分～令和元年５月分】
　　　　全数調査するとしていたところを一部抽出調査で行っていたことから、抽出調査を行う場合に必要な復元を
　　　　行った集計値
　　　【令和元年６月分以降】
　　　　毎月の集計結果
　　　　※　令和元年６月分から令和２年５月分までの前年同月比（差）は、500人以上規模の事業所については、
　　　　　前年同月の値として、抽出調査による値を用いている。

　２) 統計数値は、特に断りのない限り、調査産業計、事業所規模５人以上、常用労働者（パートタイム労働者を含
　　む。)に関するものである。

　３）「前年度比」は、対前年度増減率（％）を掲載している。四半期の場合、「前年度比」、「前年度差」は、前
　　年度同期と比較している。

　４）産業名で、「鉱業，採石業等」、「電気・ガス業」、「不動産・物品賃貸業」、「学術研究等」、「飲食サー
　　ビス業等」、「生活関連サービス等」、「その他のサービス業」とあるのは、それぞれ「鉱業，採石業，砂利採
　　取業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、
　　「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、「サービス業（他に分類されないもの）」の
　　ことである。

　５）前年度比などの増減率は、指数等により算出しており、実数で計算した場合と必ずしも一致しない。

  ６）令和４年１月分確報公表時から、指数は、令和２年平均を100とする令和２年基準とする。これに伴い、令和４
    年１月分以降と比較できるように、令和３年12月分までの指数を、令和２年平均が100となるように改訂した。
    　令和３年12月分までの増減率は、一部を除き、改訂前の指数で計算しているため、改訂後の指数で計算した場
    合と必ずしも一致しない。

  ７）調査対象事業所のうち30人以上規模の事業所の抽出方法は、従来の２～３年に一度行う総入替え方式から、毎
    年１月分調査時に行う部分入替え方式に平成30年から変更した。
    　従来の総入替え方式においては、入替え時に一定の断層が生じていたため、賃金、労働時間指数とその増減率
    については過去に遡った改訂を行っていたが、部分入替え方式導入により断層は縮小することから、過去に遡っ
    た改訂は行っていない。

  ８）常用雇用指数及びその増減率は、令和４年１月分確報公表時に、労働者数推計を当時利用できる最新のデータ
    （平成28年経済センサス－活動調査等）に基づき更新（ベンチマーク更新）し、過去に遡って改訂している。
　　　また、平成16年１月分から平成23年12月分の公表値には「時系列比較のための推計値」を使用しているが、令
　　和４年１月のベンチマーク更新時に、平成24年１月分以降の指数が「時系列比較のための推計値」から作成され
　　た母集団労働者数と整合するよう、指数の改訂を併せて行っている。
　　　なお、令和４年１月のベンチマーク更新に伴い、令和４年の賃金と労働時間の前年同月比には一定の断層が生
　　じている。
　　（参考）https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/dl/maikin-kaisetsu-20220405.pdf

    ※　１月は30人以上規模の事業所について入替え前後の両方の事業所を調べており、令和４年１月に標本の部分
　　　入替え、ベンチマーク更新等を行った際の新旧事業所の結果を比較したところ、現金給与総額では1,065円
　　　（+0.4％）、きまって支給する給与では1,517円（+0.6％）の断層が生じている。

今後の公表予定

速報 備考 確報 備考

4月分 6月7日 6月24日

5月分 7月5日 7月26日

6月分 8月5日 8月26日

7月分 9月6日 9月27日

毎月勤労統計調査の結果の公表時刻は、速報、確報共、原則８時30分です。
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